



の立場から検討した研究は多数存在する. 川崎 (1963), 菊地 (1963) 等は, 三大都市圏におけ
る製造業を取り上げ, 労働力の対象として新規学卒者や出稼ぎ労働者, その供給地域として雇用
機会の乏しい地方を明示した. 高度経済成長期には, 農村から太平洋ベルト地帯への労働力供給











のため, 鹿児島市の 17 の人材サービス事業所で得た聞き取り調査の結果, および就職説明会参加
者 68 人に対する聞き取り調査の結果を用いて分析を行った.
労働者データの分析の結果, 人材サービス業での就職を希望する最大の理由は ｢賃金支給額の多
さ｣ であり, 賃金の地域差がこの地域からの労働力供給の要因になっている. ただし, 年齢で動機
や就業行動が異なると考えられるため, 回答者を 35 歳未満と 35 歳以上に分類して分析すると, 35
歳未満の若年者とりわけ単身者では, 条件の良い職業を求めて短期間で転職を繰り返している点が
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究が対象にしたのは主として製造業の期間工, 新卒正社員などの直接雇用である. ところが, 今











ところで, 国内周辺地域における従来の製造業務就業の特徴には, 期間工出稼ぎ, 就職進学,
U ターン等の就業行動の歴史があり, 今日の就業問題を論じる上でもこの点への配慮は必要で
ある. こうした就業行動に着目し, 労働力供給の要因解明を試みる研究も進められてきた (例え
ば, 加茂 1999, 山口 2004). そこでは雇用機会や所得の格差のみならず, この地域に根づいた
就業慣行や諸制度等様々な視点から就業状況が検討され, 地元中学校や高等学校の進路指導, あ
るいは現地駐在員の役割の重要性等が指摘された (例えば, 加茂 1999, 友澤 1989, 山口 2004).
ただ, 求人活動の効率性を重視する人材サービス業の広がりの中で, 労働力の供給要因が変化し









ある. 2004 年に製造業務への労働者派遣が解禁になり, 労働者派遣を事業に取り入れる業務請













に 41 企業に調査を依頼し, 17 事業所から
データを得た. 調査を実施したのは 2006







務が遂行される. まず, 求人情報を提示するために, 折込広告や求人誌に求人を掲載, あるいは
就職説明会を開催する. 応募があった場合, 求人専用事業所, 就職説明会会場, あるいは喫茶店
等の任意の場所で応募者の面接を行う. その後, 応募者の情報をファックス等で本社に送付する.
最後に, 本社の決定に基づき採用者を勤務地へ送る手配を行う.
図 1は調査を実施した求人事業所の所在地を示す. 求職者の交通利便性を重視して, 人材派遣









実施した企業は 5社で, 特定の企業に偏ることなく説明会参加者のデータを収集した. データを
得た 68 人の内訳は男性 57 人, 女性 11 人である. また回答者の居住地については鹿児島市が 65











人倍率は 0.48 であり, 全国平均の 0.77 を
大きく下回る. また賃金水準も地域差が
大きい. 鹿児島公共職業安定所提供資料
によると, 鹿児島地区勤務の生産工程・労務職の平均時給は 682～729 円である. これに対して,
愛知県勤務の業務請負求人の平均時給は 1,042 円である (いずれも 2006 年 7 月).
この地域に提出される製造業務の求人の大半は人材サービス業からの求人である. 2006 年 9
月 15 日のみの鹿児島公共職業安定所の求人票によるため注意が必要であるが, 求人 1,752 件の
うち業務請負形態が 66％, 労働者派遣形態が 15％を占める. 求人の業種で多いのは自動車や電
機を中心とした機械機器製造業である. また人材サービス業から出された求人の勤務先地域は,






る. それゆえ, 人材サービス業の特徴が表れるのはこの求人活動であり, 製造業による直接雇用
との大きな相違点である.
特徴の第 1は求人広告である. 人材サービス業が通常行う求人方法は, 求人誌やウェブ上への




















































1 ヶ月当たりの支給額が 25 万円以上の求人を求人誌に掲載すると応募者数が急増する.
第 3に, 求職者の様々な要望への対応である. 中高年あるいはすぐに就業が可能な求人を求め
る求職者がいればそれに適した職を提示する. また, 求人専用事業所の担当者と応募者の面接に




員に任されている. また, その職員の多くは現地で採用された地元住民であるため, 現地の生活
習慣や交通事情等に詳しい. それゆえ, 求職者の多様な要望への柔軟な対応が可能である.
4 人材サービス業が採用する労働者
調査を実施した 17 事業所の操業開始時期は, 1980 年代が 2 社, 1990 年代が 6 社, 2000 年代
が 9 社である. 製造業務の労働者派遣が解禁された 2004 年以前から, 業務請負業としてこの地
域で求人活動を展開している企業が 10 社と多い. 1960～70 年代から活動している事業所はない
が, 当時この地域で製造業が期間工の採用で成果を残していたため, その方法を参考にして鹿児
島市に進出したと回答する事業所もある.



















1 北九州市 80 10～20 10％未満 1,050 15
2 東京都 50 40 10 13,000 12～13
3 大阪市 20 60 20 1,030 12～15
4 名古屋市 90 10 0 2,500 15
5 安城市 90 10 0 500 3～5
6 駒ヶ根市 80 10～20 10％未満 500 5～10
7 名古屋市 80 20 0 2,500 20
8 福岡市 60 40 0 1,250 15
9 横浜市 50 50 0 5,100 20
10 岡崎市 50 40 10 不明 8～11
11 鹿屋市 50 50 0 220 5
12 名古屋市 20 80 0 800 4～5
13 宮崎市 95％以上 5％未満 0 400 15
14 福岡市 90 10 0 120 7～8
15 大阪市 50 40 10 5000 3～5
16 可児市 60 30 10 650 5～6
17 広島市 90 10 0 200 10 人弱
注) ｢採用した労働者の居住地｣ は 2005 年に採用した労働者のデータである.
資料：各事業所での聞き取り調査 (2006 年 9 月の状況を示す)
数が 13,000 人の事業所 2であっても, 鹿児島事業所での月平均採用数は 12～13 人であり, 各企
業の従業者規模と採用数の関係は明瞭ではない. 調査事業所のなかには目標採用数を定めている
ものもあり, 1 ヶ月あたり目標は 15 人前後である. 目標を超える応募者数があっても, 面接の
うえでの応募者の辞退や適性の不一致等で, 採用数が目標に達しない事業所が多い.
採用者の居住地をみると, 鹿児島地区が 50％以上を占める企業は 15 社である. また居住地が
鹿児島県全域に及ぶ企業は 7社, 島嶼部を除く鹿児島県全域とする企業は 10社である. したがっ
て, 多くの企業は鹿児島地区を中心として鹿児島県の広い範囲から労働者を採用している. この
ため, 県内の主要都市で人材サービス企業は採用説明会を随時開催している. 説明会は島嶼部で
も開催されており, 島嶼部で求人活動を行う 7社のうち, 1 社は奄美市に契約社員を常駐させ,
あとの 6社は鹿児島市から奄美市や徳之島へ 1ヶ月に 1回または 2ヶ月に 1回出張して採用説明
会を開催している.
一般的に, 人材サービス業が求める労働力は, 仕事内容, 勤務地等の変更に順応できる者であ
り, 福利厚生費, 募集費等の経費の抑制に有効な労働者であり, 健康で欠勤をしない勤勉な者で
ある. さらに, メーカーが委託する業務は, 数時間から 2日程度の指導を受ければ誰でも問題な
く遂行できる業務である. このため労働者を募集する際に学歴や経験は不問となり, 健康で欠勤
の少ないおおよそ 35 歳未満の若年単身者を人材サービス業は求める. 調査事業所の場合, 35 歳
未満が採用者の 50％以上を占める事業所は 15 社のうち 12 社と, 大多数である. とはいえ, 35
歳未満が 100％を占める事業所はなく, すべての事業所が 35 歳以上の中高年を採用している.
中高年を採用する理由は, 若年者の応募の少なさ, 応募する中高年の勤勉さや技術の高さなどで
ある. 勤勉さ, 経験や技術を重視する顧客企業は造船や自動車部品製造業に多く, その要望に応
えるために採用している.




また, 鹿児島市内の高校 3校での聞き取りによると, 人材サービス業から提出される求人もあ




調査回答によると (表 2), 人材サービス業での就職を希望する最大の理由は ｢賃金支給額の




ただし, 年齢で動機や就業行動が異なると考えられるため, 回答者を 35歳未満の若年者 (42人),
35 歳以上の中高年 (26 人) に分類して分析し, その結果を以下に示した.
35 歳未満では, 人材サービス業を希望する理由として ｢賃金支給額の多さ｣ が一層大きな割
合を占める (表 2). なお, 男性で 52％, 女性で 46％と男女間で若干の差が認められる. 35 歳未
満の若年者とりわけ独身男性では, 賃金等の雇用条件の良い職業を求めて短期間で転職を繰り返
している点が特徴的である. 聞き取り結果から彼らの就業経歴をみると, 就職後 6か月未満で転
職した経験がある者は, 35 歳未満の独身男性 21 人のうち 14 人もいて, そのうちの約半数が学
卒後の初職先を 6ヶ月未満で退職している. 経験した職種は製造業務に限らず, 運送, 販売等多




支給額の多さ｣, ｢就業前一時金の支給｣ と回答した求職者 27 人について給与の使途をみると,
生活費が 7人, 自動車購入・ローンの返済が 5人, 娯楽が 4人, 借金の返済が 4人, 貯金が 3人
である.
上述したこの地域の若年回答者の就業行動は, 古郡 (1997, pp. 42-43) において指摘されて
いる日本で一般的な非正規雇用の若年労働者の就業行動と大きな違いはみられない. すなわち,
自分に合った仕事, 労働条件のより良い仕事を求めて, 自発的に離職する就業行動である. もち
ろんこの地域に特徴的な就業行動も認められる. その 1 つは Uターン就業であり, 回答者の 62
％が県外就業を経験している. ところが, そのほとんどは帰還後に再び県外で就職している, あ






35 歳未満 35 歳以上 全体
男性 女性
(人) (％) (人) (％) (人) (％) (人) (％)
賃金支給額の多さ 16 51.6 5 45.5 8 30.8 29 42.6
希望の職種がある 5 16.1 4 36.4 8 30.8 17 25.0
希望の企業の求人 3 9.7 0 0.0 4 15.4 7 10.3
入社時に一時金が給付される 5 16.1 1 9.1 0 0.0 6 8.8
短時間で仕事が見つかる 2 6.5 0 0.0 2 7.7 4 5.9
手続きが簡単 0 0.0 1 9.1 3 11.5 4 5.9
知人から紹介された 0 0.0 0 0.0 1 3.8 1 1.5









の多さ｣ と ｢希望の職種がある｣ がと

















が希望するのはこれまでに経験したことのある職業であり, 具体的には自動車組立, 溶接, 工作
機械の操作等である. 図 3の回答者 1, 7 は, この種の職に期間工として 10 年以上就業し, その





め, 直接雇用か間接雇用かという点への関心は低い. ただ, 特定の勤務地を希望する求職者の中
には間接雇用での求職を避ける者がいる. 人材サービス業での就業では, 勤務地が就業期間内に


































図 3 35 歳以上の調査回答者の就業経歴

















は求める. 本研究においても採用の中心は若年者であることが判明した. 調査事業所の場合, 35
歳未満が採用者の 50％以上を占める事業所は 15 社のうち 12 社と大多数である.
労働者データの分析の結果, 人材サービス業での就職を希望する最大の理由は ｢賃金支給額の
多さ｣ であり, 賃金の地域差がこの地域からの労働力供給の要因になっている. ただし, 年齢で
動機や就業行動が異なると考えられるため, 回答者を 35 歳未満と 35 歳以上に分類して分析する
と, 35 歳未満の若年者とりわけ単身者では, 条件の良い職業を求めて短期間で転職を繰り返し
ている点が特徴的である. これに対して 35 歳以上の中高年では, 製造業務の経験を生かせる職
業を求めて人材サービス業に応募している点が特徴的である. 後者には直接雇用での製造業務経
験者が 57％と多く, 近年減少した直接雇用求人の代わりに人材サービス業を選択している.
2008 年後半以降, 全国的に派遣労働者の雇い止めや契約打ち切りが多発し, 労働者派遣業に
よる製造業務派遣が問題視されている. 本研究で聞き取り調査を実施した求人専用事業所では,
3 割に相当する 5 事業所が 2009 年 9 月までに閉鎖した. こうした変化に伴う労働者の就業行動
については本研究では検討しておらず, 今後の課題としたい.
付記 本研究を進めるにあたり, 鹿児島労働局等の関係機関, 業務請負事業所および労働者派遣
事業所, 就職説明会会場への来場者の方々にご協力を賜りました. ここに記してお礼申し上げ
ます. なお, 本研究は平成 18 年度文部科学省科学研究費補助金 (奨励研究) ｢労働者派遣業に
おける労働力供給の特性と供給地域｣ (課題番号：18909006) および平成 20 年度文部科学省科
学研究費補助金基盤研究 (B) ｢知識経済化時代における成長ビジネスの立地と人的資源｣ (研
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